
ひこちゅう通信

今月のおすすめ情報

 　別途、経営のためになる講習会のご案内を添付
しています！ ぜひチェックして、業務改善や売上
アップにお役立てください

　  彦根市では「彦根市生活応援クーポン」専用WEBサ

イトが開設され、現在参加事業所の募集をしています。

　参加を希望される事業所様は、専用WEBよりお申込み

ください。６月中旬に参加事業所が公開する予定です。

　▼参加事業所専用WEBサイト

　https://hikone-city-seikatsuouen.jp/company/index.php

　 


　   　令和８年度通常総会について
　 ５月２０日に令和８年度 通常総会
を開催しました。

　当日は多くの会員の皆さまにご出席いただき、提

出された議案はすべて原案どおり可決されました。 

　ご出席・委任状提出にご協力いただき、

ありがとうございました！

　今年度も、会員事業所の皆さまのお役に立て

るよう、各種支援や情報発信に取り組んでまい

ります。どうぞよろしくお願いいたします。

　７月以降、彦根税務署への書面で提出する書類の

郵送先が変更になります。郵送で提出される場合は

「大阪国税局大津業務センター」へ直接送付するこ

ととなります。なお、所轄税務署の窓口への提出も

可能ですが、センターへ転送後に処理されるため、

通常より時間がかかる場合があるとのことです。

【センター名称】

大阪国税局大津業務センター（令和8年7月10日開設）

 大阪国税局からのお知らせ

　   　マル経融資のご案内
　設備の買い替えや仕入資金など、事業資
金についてお困りごとはありませんか。商
工会では、小規模事業者向けの「マル経融
資」をご案内しています。
　マル経融資は、商工会の推薦により、無担
保・無保証人・低利（年2.5％）で利用できる
融資制度です。
　運転資金や設備資金などの用途に
ご活用いただけます。

例えば・・・

・営業車両の買い替え
・店舗改装や設備導入
・仕入資金や資金繰り対策など
お気軽に稲枝商工会までご相談ください
詳細は別添チラシをご確認ください。

こんにちは、ひこちゅうです😊

雨の日が少しずつ増え、季節は梅雨ですね。

これから暑さや湿気も増えてきますので、体調に

気をつけてお過ごしください。

稲枝商工会　☎43-2201

稲枝商工会より

彦根市稲部町607-1

2026年6月1日発行
（第10号）

LINE公式アカウントで配信している各種情報は、稲枝商工会の公式ホームページでもご確認いただけます。

No.
010

いつでも商工会に相談してね！
また次回もお楽しみに♪

 彦根市生活応援クーポン参加事業所

募集のお知らせ

彦根市ホームページより

彦根市ホームページより

琵琶湖アウトドアマップホームページより

https://hikone-city-seikatsuouen.jp/company/index.php
https://biwako-outdoor.com/hikone-koujinyama/
https://biwako-outdoor.com/hikone-koujinyama/


 



小 規 模 事 業 者 を 支 援 する「 商 工 会 」か ら の お 知 ら せ で す！

マル経融資
を活用しませんか？

商工会に

ご相談くだ
さい！

融資対象

ご融資額

お使いみち

ご返済期間

利率（年）

融資機関

常時使用する従業員が商業・サービス業：５人以下（＊）、製造業・その他：20人以下の事業者

２，０００万円以内

運転資金および設備資金

10年以内（うち据置期間２年以内）

【運転資金】仕入資金、買掛金決済資金、給与支払資金　等
【設備資金】店舗改装費、営業車両購入費、機械・什器等の購入費　等

（＊）宿泊業および娯楽業にあっては20人以下

こ ん な お 悩 み あ りま せ ん か？

営業車両が老朽化
したので買い替えたい！

新商品を開発するために
まとまった材料仕入資金が

ほしい！

月末に支払いが集中
するので諸経費支払い
資金がほしい！

小規模事業者のための無担保・無保証人のマル経融資制度をぜひご活用ください。
商工会は、皆さまの経営・資金繰りを全力でサポートします！

つの特長マル経融資３３
POINT2

保証人不要！担保不要！ 低金利！
POINT1

POINT
2

POINT
3

POINT
1 ％

マル経融資（小規模事業者経営改善資金融資制度）



新規入会
随時受付中

！ 「マル経融資」などの金融や
経営に関するご相談はお気軽に

商工会まで！

（2025.5版）

ご相談の際には、以下の書類をお持ちください

商工業者(最近１年以上、同一商工会の地区内で事業を行っている事業者(移転の場合、移転直前居住地で
１年以上事業を行っている場合を含む))
※融資機関の非融資対象業種等は対象外
商工会の経営指導を受けていること（原則６か月以上。移転の場合は、移転前の指導期間を含む）

所得税、法人税、事業税等を原則としてすべて完納していること

1

2

3

申込の主な要件

マル経融資を利用した事業者の声

先代が半世紀以上に渡って築いてきた畳店を継いだ後、業況拡大に向けて新商品の開発に取り
組みました。新商品を製造するための機械が高額だったため商工会に相談したところ、マル経融資
を紹介され機械を購入できました。その後、従業員を新たに雇用したことや最新機械の導入により
生産効率がアップし、沢山の受注に対応できるようになりおかげで事業は順調に拡大しています。

業種 畳製造・販売（畳替え・襖・障子・網戸張替え）

長く勤めていた会社を退職して独立。事業が軌道に乗り予想以上の受注が増えて、材料
が足りなくなり商工会に相談に行きました。
商工会からマル経融資を紹介されたことをきっかけに利用しました。手続きも商工会が進
めてくれて安心しました。
おかげで資金繰りを安定させることができ助かりました。

業種 建設業（建設足場の設計・施工・解体）

法人の方

前期・前々期の決算書および確定申告書
決算後６か月以上経過している場合は、最近の残高試算表
法人税・事業税・都道府県民税などの領収書または納税証明書
履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）（新規申込みの場合など）
見積書・カタログ等（設備資金でお申込みの場合）

個人事業主
の方

前年・前々年の決算書（または収支内訳書）および確定申告書
所得税・事業税などの領収書または納税証明書
見積書・カタログ等（設備資金でお申込みの場合）

※上記のほかにも、ご状況に応じて追加書類の提出をお願いする場合があります。

事業者Ａさん

事業者Bさん



補助率
2/3

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/kigyou/315660.html

2026年

5/14(木)
～6/12(金)正午

募集期間

詳細・お申し込みについてはこちらから

マザーレイクゴールズ(MLGs)とは…

びわ湖を切り口とする2030年に向けた滋賀県版の
SDGs。地域における一人ひとりの取組と、世界規模
の目標であるSDGsとの間に置く身近な目標です。

*2者以上による共同申請、上限額は合算です。

湖魚やびわ湖材を使った新商品開発

廃棄食材を使った新商品・メニュー開発

古着をリメイクしたカバンの開発

環境に配慮した製法の地酒開発

地域社会の課題解決を目指す
ちいさな企業新事業応援補助金

小規模事業者のSDGs・MLGsに貢献する

新商品・サービスの開発や販路開拓を　　　
応援します！

こん
なときに…

補助上限
一般枠：50万円
企業間連携促進枠*：150万円

滋賀県　商工労働部　中小企業支援課
TEL:077-528-3733
メール:fb00@pref.shiga.lg.jp



滋賀県未来投資
総合補助金

長引く物価高騰等の影響を受けている県内中小企業等への支援を目的として、

持続的な賃上げにつなげられるよう生産性向上や新事業展開、人材育成に資する
未来を見据えた意欲的な取組を応援します。

県内中小企業において、持続的な賃上げの実現につ
なげられるよう、生産性向上や新事業展開、人材育
成に資する事業者が行う未来を見据えた意欲的な
取組を後押しすることで、賃上げの原資となる付加
価値を増加させることを目的とします。

滋賀県未来投資総合補助金事務局

事業概要 事業スキーム

滋賀県 事務局
県内

中小企業等補助金 補助金

募 集 期 間

補助対象期間

この補助金は国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用しています

第3弾

第2弾から、補助対象事業者や賃上げ要件が変更されております。裏面の制度概要を良くご確認ください。

令和8年3月2日（月）～3月31日（火）

交付決定日～令和8年12月31日（木）
申 請 方 法 システムからの電子申請

※募集期間中であっても、申請額が予定額に達すると見込まれる時点で、受付を終了する場合があります。

※募集期間中であっても、申請額が予定額に達すると見込まれる時点で、受付を終了する場合があります。
※滋賀県未来投資総合補助金（第２弾）の支給事業者は二次募集からの申請になります。

令和8年6月8日（月）～7月17日（金）
一次募集

二次募集



経　　　費

区　分

補助上限額

補助下限額

補　助　率

賃上げ率算定対象の
従業員1～5名※

５０万円

2／3

項　　　　　目

機械装置等経費

システム・ソフトウェア費

開発・試作費

技術導入費

産業財産権出願関連経費

販売促進費

研修費

専門家経費

お問合せ先

※交付の対象となるのは、事業の実施に直接必要な経費であって、事務局長が適当と認めるものに限ります。
※交付決定日以降に発注、納入等が行われ、補助事業期間内に支払い（クレジットカードによる支払いの場合、引き落としまで）が完了する経費を対象とします。
※経費書類については、１件の発注ごとに、見積もりから発注、納品、支払いに至るまでの確認書類が必要であり、実績報告時に提出が必要です。
※発注（委託）先の選定にあたっては、１件の発注（委託）ごとに、見積もり徴取を行ってください。
※1件10万円（税抜）以上の支払いについては、現金払いは認められません。

事業詳細は専用HPより
ご確認ください。
https://www.knt.co.jp/ec/shiga-miraitoshi_2026/

補助対象経費 （概要）

補助率等

※補助上限額の判断は、交付申請時点における、「常時使用する従業員」で、県内の事業所に賃上げ前および賃上げ後の両期間に在籍する全従業員の人数で判断します。

経　　　費 項　　　　　目

対象事業者
・ 県内に事務所または事業者を有し、県内で補助事業を実施する中小企業等であること。
・ 常時使用する従業員を１名以上雇用し、常時使用する従業員の平均賃金を令和７年12月
  支給賃金と比べて、令和８年１月１日から補助事業完了までに、3.5％以上増加させること。

対象事業

※複数の事業を組み合わせて実施も可。ただし、申請は１事業者１回限り。一次募集で不採択となった場合、不採択の理由を解消した上で、二次募集に申請いただく
　ことは可能。

❶
生産性向上

❷
新事業展開

❸
人材育成

（新商品・新サービスの開発、
新事業の立ち上げ、事業転換・
業種転換・業態転換等）

（高効率装置への更新による
業務能率向上、DXによる生産・
業務の効率化、省人化等）

（従業員のリスキリングに資する
教育訓練等の受講等）

▼専用HPはこちら滋賀県未来投資総合補助金事務局

●購入費
●製作費
●改良費
●郵送・運搬費
●委託費

●改装工事費
●設備処分費

●購入費
●構築費
●改良費
●委託費

●設計・デザイン費
●調査研究費
●原材料費
●郵送・運搬費
●委託費

●産業財産権ライセンス契約費
●委託費

●ECサイト構築費
●展示会出展費
●セミナー等開催費
●市場調査費
●郵送・運搬費

●広告費

●セミナー等受講料
●教育機関における入学料・授業料
●会場・備品借り上げ費

●謝金
●旅費

●弁理士等費用
●産業財産権出願関係書類翻訳費

メールアドレス：shigamiraitoshi2026@or.kntct.com
コールセンター：0570-001-178　［受付時間］ 9：30～17：30 （土・日・祝日および年末年始は除く）

賃上げ率算定対象の
従業員6～20名※

２００万円

15万円

1／2

賃上げ率算定対象の
従業員21名以上※

５００万円
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第１部 企業に求められるサイバーセキュリティ対策～セキュリティが評価される時代へ～

■ 経済産業省の各種制度について

■ 最近の手口の多様化について

■ 何から取り組めばいいのか

■ 警視庁からのお知らせ

！

※目次は予告なく変更することがございます

お申込みは裏面のURL
もしくは二次元コードから
Webにてお申込みください

第２部 サイバー事故に関わる労務面からみた実務対策と留意点

■ウイルス感染させた社員に対する損害賠償は？

■不正調査のための従業員のパソコン調査の留意点

■退職社員が競業他社に再就職、顧客情報の活用を止められるか？

■企業としての初動対応のポイント

他

警視庁 サイバーセキュリティ対策本部

参加費

無料

商工会会員事業者の皆さまへ

情報搾取等を意図したサイバー攻撃はここ数年拡大し、企業経営の大きな課題となっております。
政府としても官民双方での情報漏えいや情報セキュリティ対策が重要な政策課題です。特に労務
部門は、マイナンバーや給与情報など機密性の高い個人情報を日常的に扱うため、サイバー攻撃の
標的となるリスクが高まっています。本セミナーでは、サイバー事故にかかわる対策に加え、労務リスク
の観点から、実務上問題になりそうな場面を例として、その対応と留意点についても解説します。

今からでも遅くはない 企業経営者の味方 実戦経験豊富な弁護士がリアルに語る！

杜若（かきつばた）経営法律事務所

パートナー弁護士 岸田 鑑彦 氏

慶應義塾大学法学部法律学科卒業 明治大学法科大学院卒業
弁護士登録（第一東京弁護士会所属）

企業法務。特に労働事件を使用者側に立って数多く取り扱い、

労働組合などにも対応

講 演 講 師

講 演 講 師

全国商工会連合会 あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 共催

WEBセミナー Zoomによるオンライン配信セミナー
受講
方法

日時

2026年7月20日 17:00まで
※定員数(1,000名)になり次第締め
切りとさせていただく場合があります。

経営者・管理者の皆さま対象者
申込
締切

https://bp.resona-gr.co.jp/public/application/add/108


①下記URLまたは右の二次元コードから申込フォームへアクセス下さい

②必要事項に入力していただきましたら【送信】を押してください

＊ご参加には「e-mail アドレス」が必要となります
＊「申込コード」欄へは「WBK61」とご入力ください

③申込後、当日参加用のURLが記載されたメールが届きましたら登録
完了となります

＊視聴端末1 台につき1つのメールアドレスが必要となり、複数の端末での視聴は出来ません。
＊申込後、ご記入いただいたメールアドレスに「@zoom.us」より、登録確認メールが配信されます。
こちらのドメインからのメールを受け取れるよう変更をお願いします。登録完了ご案内のメールが届きま
したら登録完了となります。
＊セミナー当日は、開催時間の30分前から接続可能です。
＊開催時間の間際になると回線が込み合う可能性もございます。早めの接続をおすすめしております。

【参加申込方法について】

Web によるお申込みをお願いします

申込締切日 2026年 7月20日 (月)

2026年 7月21日（火）開催

弊社記入欄

支店・課支社 課・支社 課支社コード 営業担当者

代理店・扱者 代理店コード 業種

備考

＜お客様情報のお取り扱いについて＞

ご記入いただきました内容は、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（関連会社・提携会社・代理店・扱者含む）

からの各種商品・サービスのご案内、及び各種情報提供・運営管理に活用させていただきますのでご了承ください。

・録画録音やチャットでの誹謗中傷等は固く禁止させていただきます。発見された場合はご退場いただく場合もございます。

セミナー事務局 : あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
マーケット開発部市場開発室

TEL：050-3462-6444

https://zoom.us/webinar/register/WN_JGA5az1gTzW0CihjMHU7Ag

https://zoom.us/webinar/register/WN_JGA5az1gTzW0CihjMHU7Ag


2026.４大阪国税局・税務署

センターでは、納税者や税理士の皆様に対し、内部事務を処理するため、電話や文書により問合せ
をさせていただくことがあります。
※ センターから送付する文書によって、行政指導の責任者が国税局長となる場合があります。

皆様から御提出いただいた申告書・申請書等の処理は、原則、センターで行うこととなります。
○ 書面により申告書・申請書等を提出する場合は、センターへ直接郵送願います。（郵送によ
る提出先となるセンターの所在地は、裏面の表のとおりです。）
※１ 書面の申告書・申請書等の書類を、センターへ直接持ち込むことはできません。
※２ 所轄税務署の窓口及び時間外収受箱へ提出も可能ですが、センターへ転送後に処理することと

なりますので、処理にお時間をいただく場合がございます。

○ 令和７年１月から、税務行政のデジタル化における手続の見直しの一環として、申告書等の
控えに収受日付印の押なつを行っておりません。
申告書等を書面で提出する際は、申告書等の正本（提出用）のみを提出（送付）

していただきますよう、お願いします。

○ 申告書・申請書等を提出する場合は、便利な「e-Tax」の利用をご検討ください。
※ e-Tax(データ)により提出する場合は、所轄税務署へ送信願います。

納税証明書を郵送で請求される場合は、封筒に｢納税証明書交付請求書在中｣と明記の上、所轄
税務署へ送付をお願いします。
なお、便利なオンライン請求のご利用をお願いします。

所轄税務署に相談日時を電話予約の上、来署をお願いします。
※ 国税に関する質問は、国税庁ホームページ「チャットボット」や「タックスアンサー」がご利用い
ただけます。
また、電話による税務相談は、国税相談専用ダイヤル（0570-00-5901）等をご利用の上、電話相

談センターにお問合せください。

自宅やオフィスから納付可能なキャッシュレス納付もご利用いただけますので、 是非ご利用を
お願いします。

納税証明書の交付

面接による相談等の窓口対応

現金による国税の納付

センターから納税者・税理士の皆様への問合せ

従来どおり税務署で行うもの

e-Taxでの提出をご検討ください！

大阪国税局からのお知らせ
税務署における内部事務（申告書の入力処理、申告内容についての照会文書の発送など）の効率化・

高度化、納税者利便の向上等を目指し、一部の税務署を対象に、複数の税務署の内部事務を専担部署
（業務センター）で集約処理する「大阪国税局業務センター室」（センター）を設置しています。（所
在地や管轄税務署等については裏面を御覧ください。）
※ 本取組は、納税者の皆様の所轄税務署を変更するものではありません。
つきましては、以下の点にご留意いただきますようお願いいたします。

センターへの申告書・申請書等の提出

詳細はこちら



センターの所在地等

2026.4
大阪国税局・税務署

センター名称(現状)
郵送による提出先 郵便番号 対象署

令和８年7月10日(金)以降の名称

大阪国税局業務センター 大阪市淀川区木川東２丁目３番１号
東淀川税務署内 532-8548 大阪福島税務署・浪速税務署・西淀川税務署

東成税務署・東淀川税務署・北税務署・大淀税務署大阪国税局東淀川業務センター

大阪国税局業務センター大手前分室 大阪市中央区大手前１丁目５番44号
大阪合同庁舎第１号館

※ エリア別に郵便番号を分けてお
りますので、所轄税務署に対応す
る郵便番号をご記載ください。

540-8542
【大阪①エリア】

西税務署・港税務署・住吉税務署・東住吉税務署
西成税務署・東税務署・南税務署

大阪国税局大手前業務センター 540-8543
【大阪②エリア】

岸和田税務署・泉大津税務署・泉佐野税務署
富田林税務署

大阪国税局業務センター神戸分室 神戸市中央区港島中町２丁目１番10号
神戸税関ポートアイランド出張所内 650-8540 灘税務署・兵庫税務署・長田税務署・須磨税務署

神戸税務署大阪国税局神戸業務センター

大阪国税局業務センター阪神分室

尼崎市若王寺３丁目11番46号

※ エリア別に郵便番号を分けており
ますので、所轄税務署に対応する郵
便番号をご記載ください。

661-8521
【京都エリア】

福知山税務署・舞鶴税務署・宇治税務署・宮津税務署
園部税務署・峰山税務署

661-8522
【兵庫①エリア】 尼崎税務署・洲本税務署・芦屋税務署・伊丹税務署

大阪国税局阪神業務センター

661-8523
【兵庫②エリア】

相生税務署・豊岡税務署・加古川税務署・龍野税務署
西脇税務署・三木税務署・社税務署・和田山税務署
柏原税務署

661-8524
【奈良エリア】 奈良税務署・葛城税務署・桜井税務署・吉野税務署

661-8525
【和歌山エリア】

和歌山税務署・海南税務署・御坊税務署・田辺税務署
新宮税務署・粉河税務署・湯浅税務署

センター名称 令和８年7月10日(金)以降の名称 担当事務

大阪国税局業務センター大阪福島分室 大阪国税局阪神業務センター大阪福島コール担当 ・資料情報及び個人課税事務
・資産課税事務

大阪国税局業務センター西淀川分室 大阪国税局大手前業務センター西淀川コール担当 ・法人課税及び間接諸税事務

大阪国税局業務センター南分室 大阪国税局東淀川業務センター南コール担当 ・資料情報及び個人課税事務

大阪国税局業務センター長田分室 大阪国税局神戸業務センター長田コール担当 ・資料情報及び個人課税事務

大阪国税局管内全署の行政指導（照会文書等の発送等）の一部を集約処理するセンターを下記の表のとおり設置しています。

税務署の内部事務のセンター化（行政指導等の一部の集約処理）

センター名称 対象署

大阪国税局東淀川業務センター 天王寺税務署・生野税務署・阿倍野税務署

大阪国税局大津業務センター【新設】 大津税務署・彦根税務署・長浜税務署・近江八幡税務署・草津税務署・水口税務署・今津税務署

大阪国税局城東業務センター【新設】 旭税務署・城東税務署・枚方税務署・門真税務署・東大阪税務署

大阪国税局大手前業務センター 堺税務署・豊能税務署・吹田税務署・茨木税務署・八尾税務署

大阪国税局阪神業務センター 上京税務署・左京税務署・中京税務署・東山税務署・下京税務署・右京税務署・伏見税務署
姫路税務署・明石税務署・西宮税務署

令和8年7月10日以降、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署が拡大され、全署がセンター化となり
ます。詳細は以下のとおりです。

税務署の内部事務のセンター化の拡大

《センターの名称等》



【問い合わせ先】
滋賀県 農政課（担当:冨家・西村）TEL：077-528-3825 E-mail：shiga-giahs@pref.shiga.lg.jp

２０２２年７月「琵琶湖システム」が世界農業遺産に認定されたことを契機とし、湖魚と県
産農産物を使ったご当地グルメ「びわ湖魚グルメ」が誕生。初年度は３０店舗で４５メニュー
が提供され、現在は５５店舗１０５メニューまで拡大しました。

募集概要

①「湖魚」×「滋賀県産農産物」の両方を使用したメニューとすること
②年間提供ができること（旬の湖魚と野菜・米・麦・大豆などの組み合わせでグルメを提供する）

└使用食材は四季に応じて変更しながら、季節を楽しめるグルメを提供する

「びわ湖魚グルメ開発 第４弾」 参加者大募集！

３年間で１００メニュー超え、累計４５万食以上を販売！※関連売上など含む

２０２４年２月に誕生！地域で育てる滋賀県の“新”ご当地グルメ

地域で育てるご当地グルメのさらなる普及と、事業者ネットワークの拡大を目指し、今年度の参加事業者を募集します。
開発したグルメは『じゃらん』のパンフレットやお披露目会、ＳＮＳなどメディア発信を通じて県内外へ大々的にプロ
モーションを展開します。奮ってご参加ください。

グルメ提供の条件

開催日程

グルメ開発ワークショップ全３回（第１回～第３回）、お披露目会を実施します

第１回
６月３日（水）

１５：００～１６：３０
「びわ湖魚グルメ開発 第４弾」 説明会 オンライン（zoom）

第２回
６月２４日（水）

１４：００～１６：３０
グルメ開発ワークショップ（前編） 大津周辺（予定）

第３回
７月３０日（木）

１４：００～１６：３０
グルメ開発ワークショップ（後編） 近江八幡周辺（予定）

お披露目会 ２０２７年１月下旬予定 「びわ湖魚グルメ 第４弾」 お披露目会 大津（予定）

取り組み内容

○ワークショップでは、これまでの振り返りや県産食材
の魅力の深掘り、湖魚の調理実演や売れるグルメ商品
の事例紹介などを行います。

○開発した商品は『じゃらん』パンフレットへの掲載、
ＳＮＳでの発信、お披露目会でのメディア向け発表を
通じてプロモーション、販売促進につなげます。

※参加費は無料。ただし、グルメ開発試作品や取材
撮影にかかる材料費、ワークショップ会場までの
交通費や駐車場代などは実費となります。

対象者

・ 県内の生産者団体、直売所、生産者（農業者・漁業者）等
・ 県内の宿泊施設・飲食店・中食販売店・お土産店、通販サイトを持つ事業者 等

参加条件

■新規参加者
①第１回～第３回までに１回以上参加
②お披露目会に参加
③試作品シートの提出
■新メニュー開発者全員
①取材シートの提出

※参加条件について不明な点があれば、
滋賀県担当者（西村）までご相談ください

お披露目会の様子パンフレットはこちら

1/2P

令和７年度
じゃらんアワード「元気な地域大賞」
近畿農政局「ディスカバー農山漁村の宝」受賞！

事務局：ＴＲＡＰＯＬ株式会社・株式会社リクルート（じゃらん）

まずは第１回のオンライン説明会にご参加ください！
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